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　平成 26 年４月から５％の消費税率が８％になり
ます。最近、消費税率の引上げ前の購入を勧める
セールスが増えており、３月中に多目に飼料など
の生産資材を仕入れておこうとする酪農家の方も
見受けられます。しかし、平成 26 年３月までに生
産資材を購入したり設備投資をしたりすることが
本当に得なのでしょうか？
　結論から言えば、一般課税の方の場合はＮＯで
す。一般課税の場合、消費税の税率引上げによっ
て仕入れに係る消費税が増えた分は仕入税額控除
の対象となり、納税額から差し引かれます。４月
以降に購入した場合には購入金額に含まれる税率
引上げ分の消費税を一時的に負担することになり
ますが、その分を消費税の計算上、納税額から
差し引きくことができます。このため、購入金額
に含まれる消費税と納税分の消費税とを合わせた
トータルの消費税負担は変わりません。４月以降
に購入しても間に合う分を３月に前倒しして購入
するとかえって資金繰りに悪影響を及します。
　これに対して、消費税の簡易課税を選択してい
る方や免税事業者の事業者の場合は「ＹＥＳ」、つ
まり平成 26 年３月まで購入した方が得になりま
す。免税事業者や簡易課税選択事業者については
消費税の税率引上げによって仕入れに係る消費税
が増えた分の控除が出来ないため負担が増えるか
らです。しかしながら、この際本当に簡易課税の
方が有利なのか見直してみる必要があります。ま
た、昨年末に閣議決定された平成 26 年度税制改
正大綱では、消費税の軽減税率制度について税率
10％時に導入するとしています。食料品の税率に
軽減税率が導入された場合、簡易課税制度の見直
しが行われない限り、酪農など食料品を生産する
農業では簡易課税制度を選択していると不利にな
ります。

■「一般課税」と「簡易課税」
　消費税は、課税売上げにかかる消費税から課税
仕入れにかかる消費税（＝仕入控除税額）を差し引
いて消費税を計算するのが原則的な方法で、これ
を「一般課税（または本則課税）」といいます。「一般
課税」と「簡易課税」で、どちらが有利かは経営内容

によって異なりますが、酪農経営では飼料価格高
騰などで飼料費の割合が高まっており、「一般課税」
が有利な経営が増えてきています。
　「簡易課税制度」とは、その課税期間における課
税標準額に対する消費税額を基にして仕入控除税
額を計算する制度です。具体的には、その課税期
間における課税標準額に対する消費税額にみなし
仕入率を掛けて計算した金額を仕入控除税額とみ
なします。
　これは、煩雑な課税仕入れ等の判定を行わずに
済むように中小企業者の事務負担に配慮したもの
です。このため「簡易課税制度」では、実際の課税
仕入れ等の税額を計算することなく、課税売上高
のみから納付税額を計算することができます。

　「一般課税」と「簡易課税」の消費税の納付税額の
違いは、次のとおりです。

　耕種の農業については、一般的に課税売上高に
対する実際の課税仕入れの割合がみなし仕入率
（70％）よりも低いため、「簡易課税制度」を選択し
た方が有利です。反対に畜産農業では一般的に「一
般課税」の方が有利になります。酪農の場合にも「一
般課税」が有利な場合が多いのですが、自給飼料が
主体の酪農経営については「簡易課税」が有利な場
合もあります。
　なお、通常の年では「簡易課税」が有利な場合で
あっても、設備投資をした年には設備投資も課税
仕入れとなるため「一般課税」が有利になる場合も
あります。「簡易課税制度」の適用を受けている事
業者が設備投資をする場合には、「一般課税」に戻
した方が有利かどうか必ず検討してください。
　次回は引き続き「簡易課税」について話題に触れ
てみたいと思います。

消費税増税への対応

【一般課税】
納付消費税額＝課税売上げに係る消費税額－課税
仕入れに係る消費税額

【簡易課税】
納付消費税額＝課税売上げに係る消費税額－課税
売上げに係る消費税額×みなし仕入率


